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平成２６年９月１２日 

 

 

総合建設業者(ゼネコン)を対象とした県内初の

「死亡労働災害撲滅対策会議」を開催 

～約４０社、１００名が参集予定～ 
         

  

 

福島県内の労災事故による死亡数は８月末で前年同期比９人増の２４人となり、

極めて憂慮すべき事態となっている。 

このため、福島労働局（局長 引地睦夫）は、8 月 22 日に福島労働局として初と

なる「死亡労働災害多発非常事態宣言」を発令するとともに、「死亡災害撲滅対策要

綱」を策定し、同要綱に基づき、１２月３１日までの間、労働災害防止対策を強化

しています。 

 

今般、その一環として、次のとおり、福島県内で復旧・復興工事、除染作業等を

行う総合建設業者（ゼネコン）に対し、労働災害防止対策を徹底するための会議を

開催します。 

 

 

日 時  平成２６年９月１６日（火） 午前１０時００分 より 

場 所  ホテル福島グリーンパレス（福島市太田町１３番５３号） 

出席者  福島県内で工事を行う総合建設業者（ゼネコン）約４０社１００名 

     ※各社東北支店の安全担当部長、各現場の現場責任者等が出席予定 

 

◎ 福島労働局としては初の総合建設業者（ゼネコン）を対象とした災害防止対策会議と 

なる。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別紙） 

死亡労働災害多発非常事態宣言 

 

 福島労働局管内では、本年１月から７月末までの期間中に、労働災害により

２３名の労働者が亡くなっている。 

 これは、平成１９年以来最多で、前年同期比で１２人増加しており、極めて

憂慮すべき事態である。 

 これ以上尊い生命が失われることがあってはならない。 

このため、ここに「死亡労働災害多発非常事態宣言」を発令する。 

 福島県の着実な復興のためには、これを担うすべての労働者の安全と健康が

確保されることが不可欠である。 

 事業者はもとより、あらゆる関係者が一丸となり、死亡労働災害の撲滅に向

け、総力を挙げて取り組むよう要請する。 

 

        平成２６年８月２２日 

              福島労働局長  引地睦夫 

 

 

 

 

 


